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第１ 監査の概要 

 

 １ 監 査 の 種 類   公の施設の指定管理者監査 

 ２ 監 査 対 象   友輪株式会社 

            都市整備部道路管理課（指定管理に関する事務の所管所属） 

 ３ 事前調査期間   平成２４年１２月１９日から平成２５年１月１４日まで 

 ４ 監 査 期 間   平成２５年１月１５日 

 ５ 監査対象年度   平成２３年度 

 ６ 監査対象事項   施設の管理運営に関する事務及び出納その他の事務 

 ７ 監 査 方 法    四日市市近鉄四日市駅南自転車等駐車場の指定管理者である友輪株

式会社に対して、公の施設の管理運営に係る平成２３年度における出納

その他の事務の執行状況について、関係資料の提出を求め、担当者から

説明を聴取し、諸帳簿等について調査・確認するとともに、条例及び協

定書等に沿って適正な管理が行われているかに重点をおいて監査を実施

した。 

             また、所管所属である都市整備部道路管理課に対しては、指定管理者

への指導監督が適切に行われているかに重点をおいて監査を実施した。 

 

第２ 監査対象の概要 

 

 １ 指定管理者の概要 

名  称  友輪株式会社 

代 表 者  代表取締役 鈴木 皓久 

住  所  東京都中央区八丁堀一丁目２番８号 

 

 ２ 指定管理の内容 

施  設  名 四日市市近鉄四日市駅南自転車等駐車場 

所  在  地 四日市市鵜の森一丁目１６番４号 設置年月：平成９年６月 

指 定管理期 平成２１年４月１日～平成２６年３月３１日 

利 用料金収 ８，８１４，２７０円（平成２３年度） 

指定管理に 

係る収支状況 

 収 入   ８，８１４，２７０円 
 支 出  １０，３３７，５２１円 
 収 支  △１，５２３，２５１円   

利 用 実 績 

一時利用 
 平成２１年度  １４，４０３台 
 平成２２年度  １２，１３６台（前年度比 ２，２６７台 減） 

  平成２３年度  １２，００７台（前年度比   １２９台 減） 
 定期利用 
 平成２１年度   ４，１０６件 
 平成２２年度   ３，９３８件（前年度比   １６８件 減） 

  平成２３年度   ３，７３３件（前年度比   ２０５件 減） 
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 ３ 指定管理の業務範囲 

   ア 利用許可、駐車の拒否、利用許可の取消しに関すること。 

   イ 利用料金の徴収・減免・還付に関すること。 

   ウ 自転車等駐車場の施設等の維持管理に関すること。 

   エ その他、自転車等駐車場の運営に関すること。 

 

 ４ 収支状況 

                                      単位：円 

項 目 実施計画（a） 実績額（b） 比較増減（b）－（a） 

利用料金収入 １１，９３０，０００ ８，８１４，２７０ △３，１１５，７３０ 

指定管理料 ０ ０ ０ 

収入 計 １１，９３０，０００ ８，８１４，２７０ △３，１１５，７３０ 

人件費 ６，７８８，０００ ５，９６１，４２２ △８２６，５７８ 

管理費 １，８８７，０００ ２，０４７，９４５ １６０，９４５ 

消耗品費 １００，０００ １０１，０２８ １，０２８ 

印刷製本費 １６１，０００ ２３，１３０ △１３７，８７０ 

光熱水費 ８７６，０００ １，１４５，５２２ ２６９，５２２ 

修繕料 ９０，０００ ８５，０２５ △４，９７５ 

通信費 ６０，０００ ６６，０６０ ６，０６０ 

保険料 ３１２，０００ ３４５，７８０ ３３，７８０ 

委託料 ２８８，０００ ２８１，４００ △６，６００ 

事業費 ０ ０ ０ 

一般管理費 ２，６６４，０００ ２，３２８，１５４ △３３５，８４６ 

支出 計 １１，３３９，０００ １０，３３７，５２１ △１，００１，４７９ 

収  支 ５９１，０００ △１，５２３，２５１ △２，１１４，２５１ 

 

第３ 監査の結果 

 

   監査の対象とした四日市市近鉄四日市駅南自転車等駐車場の指定管理者：友輪株式会社に対

する公の施設の管理に係る平成２３年度における出納その他の事務の執行状況及び同法人に対

する所管所属の指導状況等について監査した結果、次の指摘事項及び意見のとおり、是正又は

改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意する

とともに、是正、改善を要するものについては、その措置を講じるよう要望する。 

   なお、是正、改善等の措置を講じられたときは、遅滞なく通知されたい。 
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 １ 指摘事項 

 

【友輪株式会社】 

 （１）業務完了報告について 

    基本協定書第３４条に定める管理業務完了届が提出されていなかった。協定書の履行に遺

漏がないよう、適正な事務処理を行うこと。               【是正事項】 

 

 （２）従事者の配置について 

    仕様書では１２月３１日午後から１月３日まで管理室は無人とすると定めているが、平成

２３年１２月３１日は終日無人となっていた。仕様書に基づき、適正な従事者の配置を行う

こと。                                【是正事項】 

 

【都市整備部道路管理課】 

 （１）従事者の配置について 

    仕様書での従事者配置について、定期的な実査を行い、その状況を確認すること。 

                                      【是正事項】 

 

 （２）貸与備品の管理について 

    指定管理者への貸与備品について、定期的な実査により、適正な備品管理を行うこと。ま

た、その実査記録（日時、立会者、数量など）を文書にして残すこと。   【是正事項】 

 

 ２ 意 見 

 

【友輪株式会社】 

 （１）従事者の出勤管理について 

    従事者の賃金支払いの算定となる出勤簿について、本人の申告のみでなく、たとえば従事

者間で確認しあうなど、ダブルチェックした記録を残すよう改めること。加えて、上司の承

認、月次の本市側の確認を徹底すること。                【改善事項】 

 

 （２）現金等の管理について 

    利用料金の収納、利用券の取扱いは、内部牽制確保の観点から原則として複数の従事者で

行ない、必ず上司の承認と月次の本市側の確認を行う等の体制を確立し、事故や不正防止の

徹底を図ること。また、従事者が不在となる時間帯もあることから、不正利用を防止するシ

ステムを確立すること。                        【改善事項】 

 

 （３）利用者の増加に向けた取組みについて 

    指定管理者として利用料金制をとっており、民間のノウハウ等の導入により本市の財産を

有効活用し、市民へのサービスとして還元されることが求められる。学生と一般の利用者別

の推移分析、更新時期に効果的にＰＲするための定期券購入者リストの整備など、現状を把

握することから始めて、利用者の増加に向けた取組みを行うこと。     【改善事項】 
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【都市整備部道路管理課】 

 （１）指定管理契約の見直しについて 

    利用者の減少が続く中、本市の財産である当施設を管理するにあたり、利用料金制という

現在の指定管理の契約方法は、本市側が利用料金収入額や指定管理者の費消した諸経費の金

額を、どのように確認し何をもって妥当であると市民に対して説明できるのか課題が残る。

現状では、指定管理者の一方的な収支報告だけで終始する本市側の管理である。事業の有効

性不足や収支の信憑性の欠落に対処するため、次期の契約更新に向けて、改善のため契約方

法の抜本的な見直しを行うこと。                    【改善事項】 

 

 （２）保険の付保について 

    基本協定者第４３条に基づき、本市が付保するものと、管理業務の実施にあたり指定管理

者が自らのリスクに対して適切な範囲で付保するものについて、重複や遺漏が生じることの

ないよう整理し見直すこと。                      【改善事項】 

 

 （３）事業収支実績について 

    現契約では、利用料金の売上高の妥当性とすべての経費内容をチェックする必要がある。

抽出による売上伝票類のチェック、計上経費が当施設の管理運営上必要なものであり金額が

妥当かについてのチェックなどを、複数の職員及び上司の抽出検査により行うこと。 

                                      【改善事項】 

 

 （４）修繕等経費負担区分について 

    施設の修繕等に係る指定管理者と本市との負担については、基本協定書第１８条で定めら

れている。これは、軽易な維持補修は指定管理者の負担、大規模改修は本市の負担という考

え方に基づき区分されているものであるが、軽易な維持補修と大規模改修の必要性などの判

断基準や、負担のあり方について再検討すること。            【要望事項】 

 

 （５）指定管理者に対する指導監督について 

    毎月開催している指定管理者との連絡調整会議において、月例報告を詳細に聴取し、売上

高や人件費等諸経費の妥当性を確認するシステムを導入すること。また、現場において、業

務の履行状況や事業計画の進捗実態の確認を行うこと。精度の高いモニタリングを実施して、

利用方法や環境の改善などを行い、利用者倍増作戦を指導すること。    【改善事項】 

 


